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近鉄不動産株式会社

～近鉄不動産株式会社と奈良県北葛城郡広陵町～
「移住及び定住の促進並びに空き家対策に係る連携協力に関する協定」を締結します。

２０１７年９月２１日（木）締結式実施

News Release

-1-

近鉄不動産株式会社（本社：大阪市天王寺区／代表取締役社長：善本 烈）は、奈良県北葛城郡
広陵町（町長：山村吉由）と「移住及び定住の促進並びに空き家対策に係る連携協力に関する協
定」を、2017年９月２１日（木）に締結することとなりましたので、お知らせします。

広陵町は、奈良県の中西部に位置し、大阪市へは直線距離で約３０ｋｍにある、人口約35,000
人の町です。同町は、これまで大阪都市圏のベッドタウンとして発展をとげ、近鉄「箸尾」駅を中
心とした北地域、靴下産業が盛んな西地域、のどかな田園風景が広がる東地域、閑静な住宅街が広
がる真美ヶ丘地域など、様々な特色がある町です。

同町は、少子高齢化による人口減少や、にぎわいの低下を課題とし、これまで、様々な移住・定
住に関する住み替え施策を実施してこられました。２０１６年度には、北葛城郡４町（広陵町・王
寺町・河合町・上牧町）が連携し、地方創生事業として「すむ・奈良・ほっかつ！～移住プロジェ
クト～」を実施し、移住に関するプロモーションや、空き家に対するインスペクション等を実施さ
れました。同プロジェクトにおいて、当社がインスペクションの実施等で協力したことから、これ
が契機となって、今回の「移住及び定住の促進並びに空き家対策に係る連携協力に関する協定」を
締結する運びとなりました。

今回の、広陵町との「移住及び定住の促進並びに空き家対策に係る連携協力に関する協定」は、
先般の「すむ・奈良・ほっかつ！～移住プロジェクト～」に引き続き、都市圏から広陵町への移住
・定住の促進や、地方部で最近問題となっている空き家対策などについて、事業の連携・協力をす
ることを目的としています。

近鉄グループでは奈良県や大阪府などにおいて、長年住宅事業を展開し、近鉄沿線を中心に、地
域の活性化に取り組んでいます。当社では、住宅ストックを活用して、鉄道沿線における街づくり
や地域活性化に貢献していくため、２０１４年度から、国土交通省の「住宅団地型既存住宅流通促
進モデル事業」などに参画しています。同事業では、インスペクションの実施件数が全国第１位と
なったほか、子育て世代を対象にした「住み替えバスツアー」を企画したところ、官と民が協力し
た先進的な試みとして高い評価をいただきました。また、現在では、同省の「住宅ストック維持・
向上促進事業」にも積極的に取り組み、住宅ストックの維持向上・評価・流通等を一体化した新た
な仕組みの開発に向けて、鋭意検討を進めています。

当社は、これまで蓄積してきた不動産業に関する経験やノウハウをご提供し、広陵町の移住・定
住の促進、空き家対策の実施に協力していくことで、誰もが安心して暮らすことができるまちづく
りに貢献していきたいと考えています。

詳細は別紙の通りです。



■奈良県北葛城郡広陵町との「移住及び定住の促進並びに空き家対策に係る連携協力に関する協定」について

別紙

１．連携協力の目的
広陵町における都市圏からの移住及び定住の促進並びに空き家対策に関し、
相互の連携を更に強化しながら、住まいの分野における課題の顕著化への危機感を共有し、
それぞれが有する機能を効果的に発揮することにより、誰もが安心して暮らせるまちづくりを
推進していくことを目的とします。

２．事業連携の主な内容
（１）広陵町への移住促進に関すること
（２）広陵町における定住促進に関すること
（３）空き家対策に関すること

３．協定の期間
２０１７年９月２１日から１年間（以降、１年ごとの自動更新）

４．締結式
（１）日 時 ２０１７年９月２１日（木）１４時００分～

（２）場 所 広陵町役場

（３）調印者 奈良県広陵町 町長 山村 吉由（やまむら よしゆき）
近鉄不動産株式会社 代表取締役社長 善本 烈 （よしもと いさお）

５．広陵町について
（１）人口：約３５，０３２人（２０１７年７月３１日時点）

（２）地理：奈良盆地の中西部にあり、大阪市へは約３０ｋｍの直線に位置しており、
町は主に４つの地域に分けられる。
・近鉄田原本線「箸尾」駅を中心として発展してきた北地域
・地元の靴下産業が盛んな西地域
・のどかな田園風景が広がる東地域
・閑静な住宅街が広がる真美ヶ丘地域

（３）特徴：靴下の生産量は全国の２割を誇る。
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【広陵町地域概要図】【奈良県北葛城郡広陵町位置図】
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